
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１　国補正予算（経済対策）への対応 １８，３５２，４８９

（１）防災・減災対策 １５，９５６，９０２
〔債務負担行為限度額　２４０，０００〕

１ 農地防災事業費（農林水産部　農地整備課） ２４６，５０５

地すべり対策事業費 155,505千円
二名地区（久万高原町）アンカー工　など　14か所

（国50/100　県50/100）
ため池等整備事業費 28,000千円

芳谷地区（新居浜市）計画書作成　など　4か所
県営 （国10/10）
団体営 国10/10

中山間地域総合農地防災事業費 63,000千円
広見地区（愛南町）ため池工　など　3か所

（国55/100　他17.5/100　県27.5/100）

２ ○ ため池地震防災対策事業費（農林水産部　農地整備課） １３７，０００

今治地区（今治市）ハザードマップ作成　など　12か所
団体営 国10/10

３ ○ 造林費（農林水産部　森林整備課） ４４７，７７２

造林間伐促進費
850hａ

団体営 国30/100　（他60/100）　県10/100

４ ○ 治山費（農林水産部　森林整備課） ６１９，５００

山地防災治山事業費
竜泉地区（西予市）谷止工　など　14か所

（国50/100　県50/100）

５ 漁港建設費（農林水産部　漁港課） ３１，７００

地域漁港海岸総合整備事業費
魚神山漁港（愛南町）離岸堤改良

団体営 県15/100　（国50/100　他35/100）

６ 地籍調査事業費（農林水産部　農政課） ９０，８５５

国土調査法に基づき市町が実施する地籍調査事業に対する負担金
負担区分 国1/2　県1/4　（市町1/4）

令和元年度２月補正予算について

(2,463,911)

(627,300)

(1,433,146)

(1,954,283)

(1,946,991)

(717,755)
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７ 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
４１４，７３６

施工箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
八幡浜道路 (八幡浜市郷～大平）
夜昼道路 (大洲市平野～八幡浜市郷）

事業内容 八幡浜道路 ： 道路改良工
夜昼道路 ： 道路改良工

負担区分 国5.5/10　県4.5/10

８ ○ 道路橋りょう新設改良費（土木部　道路建設課・道路維持課）
５，４６１，２２３

道路改築事業費 866,316千円
伊延東多田線（西予市）　など　22か所

（国6.18/10・5.665/10・5.15/10　県3.82/10・4.335/10・4.85/10）
橋りょう補修事業費 1,686,640千円

今治大三島自転車道線（今治市）長寿命化　など　118か所
（国6.18/10・5.665/10・5.15/10　県3.82/10・4.335/10・4.85/10）

災害防除事業費 862,845千円
一本松城辺線（愛南町）法面対策工　など　60か所

（国5.665/10・5.15/10　県4.335/10・4.85/10）
交通安全施設等整備事業費 292,115千円

松山伊予線（松山市）　など　53か所
（国5.665/10・5.15/10　県4.335/10・4.85/10）

舗装補修事業費 1,753,307千円
広見三間宇和島線（宇和島市）　など　83か所

（国5.15/10　県4.85/10）

９ 上島架橋整備事業費（土木部　道路建設課） ６１０，５２６

対象路線 岩城弓削線（岩城～生名～弓削）
対象区間 岩城橋工区 岩城～生名（2.0㎞）
事業内容 橋りょう本体工
負担区分 国2/3　県1/3

１０ ○ 河川改良費（土木部　河川課） ２，０８２，１０５

河川改修費
中山川（西条市）掘削工　など　31か所

（国1/2　県1/2）

１１ 河川堤防緊急改築事業費（土木部　河川課） １２６，３１５

金生川（四国中央市）護岸工　など　4か所
（国1/2　県1/2）

１２ ○ 肱川激甚災害対策特別緊急事業費（土木部　河川課） ３６７，１９３

事業期間 平成30年度～令和5年度
改修事業

施工箇所 肱川（菅田地区） 
事業内容 築堤工、用地補償、測量設計
負担区分 国5.5/10　県4.5/10

直轄事業
施工箇所 肱川（如法寺地区等） 
事業内容 堤防嵩上げ、用地補償　など　
負担区分 国2.06/3　県0.94/3

(4,808,420)

(911,578)

(1,798,381)

(4,322,103)

(19,592,493)

(4,631,139)
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１３ ○ 洪水避難支援体制強化事業費（土木部　河川課） ５０，５２６

簡易型水位計の設置
小松川（西条市）　など　17か所

簡易型河川監視カメラの設置
岩松川（宇和島市）　など　7か所

（国1/2　県1/2）

１４ ○ 海岸保全費（土木部　港湾海岸課） ５６８，４１８

海岸保全施設整備事業費
北山崎海岸（伊予市）水門設計　など　10か所

（国1/2　県1/2）

１５ 砂防費（土木部　砂防課） ３１５，７８８

通常砂防事業費 284,210千円
蓮川（今治市）砂防堰堤工　など　4か所

（国1/2　県1/2）
急傾斜地崩壊対策事業費 31,578千円

鹿野川地区（大洲市）擁壁工
（国45/100　他1.8/100　県53.2/100）

１６ 港湾建設費（土木部　港湾海岸課） ２５８，９４６

港湾整備事業費
三島川之江港（四国中央市）岸壁工　など　3か所

（国1/3　他2/9　県4/9）

１７ ○ 街路事業費（土木部　都市整備課） １，１３８，９４７

都市計画街路事業費
西町中村線（新居浜市）　など　5か所

（国5.665/10　他0.8/10　県3.535/10）

１８ 港湾事業補助金（土木部　港湾海岸課） ５８，０００

市町等管理港湾の整備を促進するため、国庫補助事業に対して補助する。
補助対象 八幡浜港（八幡浜市）、新居浜港（新居浜市）
補助率 国費控除後の1/3以内

１９ 直轄道路事業費負担金（土木部　道路建設課） ３６５，１６７

国直轄道路事業（国道33号、国道56号ほか）の道路整備に対する県負担金
県負担率 2.79/10・0.94/3・1/2

２０ ○ 直轄河川事業費負担金（土木部　河川課） ２３５，０００

国直轄河川改修事業（重信川、肱川）の堤防漏水対策等に対する県負担金
県負担率 0.94/3

２１ ○ 直轄砂防事業費負担金（土木部　砂防課） ９０，５５４

国直轄砂防事業（重信川）の砂防堰堤工に対する県負担金
県負担率 0.94/3

２２ 土木災害復旧費（土木部　河川課） １，９４７，７３０

過年公共災害土木復旧費
（国0.667　県0.333）

(293,454)

(2,294,374)

(7,096,480)

(13,276,547)

(1,615,690)

(3,019,240)

(376,230)

(4,613,271)

(371,001)

(168,457)
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２３ ○ ダム管理費負担金（企業会計）（公営企業管理局　発電工水課） ３９，３３１

国等直轄ダム（鹿野川ダム、柳瀬ダムほか）の防災対策事業に対する県負担金
県負担率 0.472/10・0.54/10・1.385/10

２４ ○ 工業用水道施設耐震化事業費（企業会計）（公営企業管理局　発電工水課）
２５３，０６５

耐震補強工事 松山・松前地区 石手川水管橋
西条地区 加茂川水管橋、猪狩川水管橋

〔ゼロ国債〕

２５ 治山費（農林水産部　森林整備課） 〔債務負担行為限度額　２４０，０００〕

山地防災治山事業費
楠窪地区（西条市）谷止工　など　3か所

（国50/100　県50/100）
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（２）地方創生拠点整備交付金の活用 ７２，９７４

２６ ◎ 次世代通信規格対応試験研究施設整備事業費（経済労働部　産業創出課）
７２，９７４

県内企業の5G等次世代通信技術関連産業への積極的な参入を促進するため、
産業技術研究所に製品開発等に必要な実験環境や測定装置を整備する。

整備場所 産業技術研究所
事業内容 5G実験室（シールド室）、電波発生装置等の整備
事業期間 元年度～2年度
負担区分 国1/2　県1/2
（地方創生拠点整備交付金を充当）

（３）農林水産業の体質強化 ２，２０６，５７７

２７ ○ 産地収益力強化支援事業費（農林水産部　農産園芸課） ３０４，６９７

収益力の高い産地づくりを図るため、地域が一体となって農業の収益力強化を目指す
取組みを支援する。

事業主体 宇和島市
実施主体 宇和島市農業再生協議会
補助対象 太陽光利用型育苗ハウス、人工光型育苗施設等の新設
補助率 国1/2

２８ ◎ 畜産収益力強化整備事業費（農林水産部　畜産課） ３９３，５２５

畜産業の収益力と生産基盤の維持・拡大を図るため、地域が一体となって規模拡大や
生産の効率化等を目指す取組みを支援する。

事業主体 県、西予市
実施主体 愛媛全農畜産クラスター協議会、東宇和畜産クラスター協議会
補助対象 豚舎、酪農牛舎の新設　など
補助率 国1/2

２９ 土地改良費（農林水産部　農地整備課） ５７５，８０２

かんがい排水事業費 131,250千円
東予地区（四国中央市ほか）機能診断、明浜地区（西予市）畑かん施設

（国10/10・50/100　他25/100　県25/100）
農道整備事業費 107,940千円

歌仙地区（今治市）道路工
（国50/100　他25/100　県25/100）

担い手育成基盤整備事業費 259,350千円
安井地区（西条市）区画整理　など　8か所

（国50～62.5/100　他22.5～10/100　県27.5・25/100）
農村総合整備事業費 67,462千円

東温地区（東温市）ため池工、内子地区（内子町）配水管埋設
（国55/100　他15/100　県30/100）

農業集落排水事業費 9,800千円
朝倉地区（今治市）ポンプ施設改築

団体営 国50/100　（他40/100）　県10/100

３０ ○ 林業成長産業化総合対策事業費（農林水産部　森林整備課） ４６７，１４２

林業の成長産業化を図るため、木材加工流通施設の整備と間伐材の生産等を推進する。

３１ 林道費（農林水産部　林業政策課） １８０，７４４

林道整備事業費
道房掛橋線（内子町）　など　5路線

県営 （国50/100　他10/100　県40/100）
団体営 国50/100　（他45/100）　県5/100

(5,523,473)

(1,502,372)

(1,436,666)
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３２ ◎ 水産研究センター施設整備事業費（農林水産部　水産課） １００，６６７

ブリやマダイの種苗を安定的に量産できる生産棟などを整備するための実施設計等を行う。
整備場所 水産研究センター
規模・構造 種苗生産棟 S1F 916㎡

稚魚飼育棟 S1F 1,017㎡
事業期間 元年度～4年度
負担区分 国1/2　県1/2

３３ ○ 国営緊急農地再編整備事業費負担金（農林水産部　農地整備課）
１８４，０００

国営緊急農地再編整備事業（道前平野地区）の区画整理等に対する県負担金
県負担率　23/100

（４）県民の安全・安心の確保　 １１６，０３６

３４ 高齢者福祉施設防災対策事業費（保健福祉部　長寿介護課） １３，９４２

社会福祉法人等が行う高齢者福祉施設の非常用自家発電設備の整備に対し補助する。
対象施設 2施設
負担区分 国1/2　県1/4　（事業者1/4）

３５ ○ 障がい福祉施設整備事業費（保健福祉部　障がい福祉課） ８９，６５９

社会福祉法人等が行う障がい福祉施設の新築整備に対し補助する。
対象施設 1施設
補助率 国2/3　県1/3

３６ ◎ 障がい福祉業務支援機器導入促進事業費（保健福祉部　障がい福祉課）
３，０００

社会福祉法人等が行うロボット技術を活用した介護支援機器の導入に対し補助する。
対象施設 10施設
補助率 国10/10

３７ ＣＳＦ等防疫強化緊急対策事業費（農林水産部　畜産課） ９，４３５

CSF（豚熱）等の防疫体制を強化するため、野生イノシシ専用の検査機器を整備する。
場所 家畜病性鑑定所、中予家畜保健衛生所
内容 豚とイノシシとの交差汚染を防ぐためのイノシシ専用検査機器の導入
負担区分 国1/2　県1/2

(521,249)

(100,749)

(370,530)

(274,942)
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２　一般政策経費 １０，９８０，６２４

３８ ◎ ふるさと納税災害支援寄附金交付金（総務部　総務管理課） ４，４１７

台風19号により被災した茨城県への支援として代理収納した寄附金を同県へ交付する。

３９ ○ 税収入払戻金（総務部　税務課） ２６１，３７２

還付額が見込みを上回ったため

４０ 今治新都市中核施設整備費補助金（企画振興部　地域政策課）
６９０，９７１

国家戦略特区制度による今治新都市中核施設（岡山理科大学獣医学部）の整備に対し、
今治市が実施主体へ補助する金額の一部を補助する。

事業主体 今治市
実施主体 学校法人加計学園
補助対象 今治市が元年度に実施主体へ交付する金額
補助率 県1/3以内
支援期間 平成29年度～令和元年度

４１ 空港周辺住宅騒音防止対策費（企画振興部　交通対策課） １，００５

事業主体 松山市
対象地域 空港周辺騒音第1種区域
事業内容 空調機器の再更新事業（実施台数　6台）

空調機器の再々更新事業（実施台数　12台）
補助率 国庫補助金控除後の1/2以内

４２ ○ 「三浦保」愛基金積立金（企画振興部　総合政策課） ５０，００７

株式配当金の増

４３ ○ 自転車新文化推進基金積立金（企画振興部　自転車新文化推進課）
９，９０２

寄附金の増

４４ ○ 地域環境保全基金積立金（県民環境部　循環型社会推進課） ８３，６５１

災害等廃棄物処理促進費補助金を原資として基金を積み増し、西日本豪雨により
被害を受けた市町が行う災害等廃棄物処理事業に対し補助する。

基金名 愛媛県地域環境保全基金
積立金 災害等廃棄物処理促進費補助金
事業内容 市町が実施する災害廃棄物の収集、運搬及び処分に係る事業に対する補助
負担区分 国10/10

４５ ◎ 災害等廃棄物処理促進費補助金（県民環境部　循環型社会推進課）
８３，６５１

地域環境保全基金を活用して、西日本豪雨により被害を受けた市町が行う災害等
廃棄物処理事業に対し補助する。

事業主体 大洲市、西予市、松野町
事業内容 災害廃棄物の収集、運搬及び処分に係る事業に対する補助

４６ ○ あったか愛媛NPO応援基金積立金（県民環境部　男女参画・県民協働課）
２，７４３

寄附金の増

(12,911)

(8,761)

(1,232,372)

(105,333)
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４７ ○ 廃棄物処理センター運営費補助金（県民環境部　循環型社会推進課）
２，５２１，２３８

県、東予5市町、（一財）県廃棄物処理センターとの基本合意に基づき、財団の維持・運営
に要する経費を補助する。

対象者 （一財）県廃棄物処理センター
補助対象 元年度県短期貸付金のうち、返済不能相当額
補助率 県10/10

４８ ◎ 廃棄物処理センター解体撤去事業費補助金（県民環境部　循環型社会推進課）
４１，０００

県、東予5市町、（一財）県廃棄物処理センターとの基本合意に基づき、施設の解体撤去に
要する経費のうち、県の負担部分を補助する。

実施主体 （一財）県廃棄物処理センター
補助対象 設計及び土壌汚染状況調査業務
事業期間 元年度～3年度
補助率 県10/10

４９ 障がい児入所給付費等負担金（保健福祉部　障がい福祉課） １０，００５

給付実績が見込みを上回ったため
負担区分 県事業 国1/2　県1/2

市町事業 県1/4　（国1/2　市町1/4）

５０ 扶助費（保健福祉部　保健福祉課） ２０，２６６

給付実績が見込みを上回ったため
負担区分 国3/4　県1/4

５１ 介護福祉士修学資金等貸付事業費（保健福祉部　保健福祉課） ７，１７１

介護福祉士養成施設の入学者に対する修学資金の貸付等を行い、人材の介護分野への
参入を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

５２ ○ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
１，９４０

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学するひとり親家庭の親に対して入学準備
金等の貸付を行い、資格取得を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

５３ ○ 児童養護施設退所者等自立支援資金貸付事業費（保健福祉部　子育て支援課）
２，５２５

児童養護施設等の退所者に対する家賃相当額や生活費、入所児童等に対する資格取得
経費の貸付を行い、自立を促進するため、貸付事業実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

５４ 保育対策総合支援事業費（保健福祉部　子育て支援課） ８，９７９

保育士資格取得のための修学資金の貸付等を行い、保育士の確保を図るため、貸付事業
実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
負担区分 国9/10　県1/10

(2,551,411)

(1,615,055)

(2,505,920)

(64,623)
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５５ 国民健康保険事業特別会計繰出金（保健福祉部　医療保険課）
５４０，６９９

５６ 保険給付費等交付金（特別会計）（保健福祉部　医療保険課）
３，６０５，２２９

給付実績が見込みを上回ったため

５７ ○ 返還金（特別会計）（保健福祉部　医療保険課） １，９８６，１５８

国への返還金

５８ 子ども子育て応援基金積立金（保健福祉部　子育て支援課） ５，３０１

寄附金の増

５９ 地域医療介護総合確保基金積立金（保健福祉部　医療対策課）
３９７，６５１

国の内示額が見込みを上回ったため
負担区分 国2/3　県1/3

６０ 私立幼稚園運営費補助金（保健福祉部　子育て支援課） ４１，００５

対象生徒数等が見込みを上回ったため

６１ 信用保証協会損失補償金（経済労働部　経営支援課） ２，０４５

信用保証協会の代位弁済に対する損失補償

６２ ○ 直轄河川事業費負担金（土木部　河川課） ２２２，０３４

県負担率 県0.94/3・1/2

６３ ○ 直轄砂防事業費負担金（土木部　砂防課） １３０，４６３

県負担率 0.94/3

６４ 直轄港湾海岸事業費負担金（土木部　港湾海岸課） ５６，９３８

県負担率 0.867/3

６５ 直轄災害復旧事業費負担金（土木部　河川課） １１７，５００

県負担率 1/3

６６ ○ しまなみ海道自転車道利用促進事業費（土木部　道路建設課） １，３３２

広告料収入の協議会への負担金

６７ ◎ 新居浜特別支援学校分校整備費（教育委員会　特別支援教育課）
７３，４２６

四国中央市立三島小学校東校舎に新居浜特別支援学校の分校を整備し、本校の教室不足
の解消及び児童生徒の通学面での負担軽減を図る。

規模・構造 鉄筋コンクリート造3F　延床面積2,621㎡（特別支援学校部分2,222㎡）
工事期間 元年10月～3年2月（事業主体：四国中央市）
開設予定 3年4月
負担区分 県1/2　（四国中央市1/2）

(8,903,562)

(114,630,895)

(68,654)

(3,489,100)

(6,751)

(1,019,124)

(593,035)

(298,920)

(1,065,752)
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３　減額補正分 △２５，９８６，４７２

公債費（総務部　財政課） △１，３４３，８９２

借入利率が見込みを下回ったため

公債費（特別会計）（総務部　財政課） △１，３４３，８９２

借入利率が見込みを下回ったため

県債管理基金積立金（総務部　財政課） △２２，８９７

基金運用利率が見込みを下回ったため

災害に強い愛媛づくり基金積立金（総務部　財政課） △８，６５８

基金運用利率が見込みを下回ったため

県有施設維持管理基金積立金（総務部　財政課） △２２，７２０

基金運用利率が見込みを下回ったため

財政基盤強化積立金（総務部　財政課） △２２，７４５

基金運用利率が見込みを下回ったため

利子割交付金（総務部　税務課） △１４０，０００

収入額が見込みを下回ったため

地方消費税清算金（総務部　税務課） △２，３７０，７５４

清算額が見込みを下回ったため

地方消費税交付金（総務部　税務課） △１，５４０，４８０

収入額が見込みを下回ったため

配当割交付金（総務部　税務課） △１３８，０００

収入額が見込みを下回ったため

株式等譲渡所得割交付金（総務部　税務課） △３１６，０００

収入額が見込みを下回ったため

自動車税環境性能割交付金（総務部　税務課） △４１，０１１

収入額が見込みを下回ったため

ふるさと振興資金交付金（総務部　市町振興課） △１０８，１８３

サマージャンボ宝くじ発売益金等の減によるもの

参議院議員選挙費（総務部　市町振興課） △２１６，０１３

立候補者数等の減によるもの

(82,001,174)

(127,771,251)

(4,577)

(54,990)

(485,000)

(185,419)

(564,042)

(611,141)

(4,502)

(2,254,615)

(271,000)

(29,534,658)

(24,202,273)

(693,000)
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私立高等学校等就学支援金補助金（総務部　私学文書課） △２２１，０６２

対象生徒数が見込みを下回ったため

私立高等学校等奨学給付金交付事業費（総務部　私学文書課）
△３２，５１４

対象生徒数が見込みを下回ったため

ＪＲ予讃線災害復旧支援事業費（企画振興部　交通対策課） △４５，９６６

交付実績が見込みを下回ったため

離島航路整備事業費（企画振興部　交通対策課） △２４，６４０

交付実績が見込みを下回ったため

経済センサス基礎調査費（企画振興部　統計課） △１４，４５４

国の内示額が予算額を下回ったため

地域生活支援事業費補助金（保健福祉部　障がい福祉課） △４６，８５６

国の内示額が予算額を下回ったため

介護給付費負担金（保健福祉部　長寿介護課） △５９７，０１７

給付実績が見込みを下回ったため

国民健康保険保険基盤安定事業費（保健福祉部　医療保険課）
△９０８，７０８

交付実績が見込みを下回ったため

児童福祉施設入所措置費（保健福祉部　子育て支援課） △２０３，１４０

入所者数等が見込みを下回ったため

介護基盤整備事業費（保健福祉部　長寿介護課） △２３１，３００

事業実績が見込みを下回ったため

高齢者福祉施設防災対策事業費（保健福祉部　長寿介護課）
△２１６，６０３

事業実績が見込みを下回ったため

障がい福祉施設整備事業費（保健福祉部　障がい福祉課） △３２，７４２

事業実績が見込みを下回ったため

認定こども園施設等整備事業費（保健福祉部　子育て支援課）
△５５，７４７

国の内示額が予算額を下回ったため

医療施設施設整備事業費（保健福祉部　医療対策課） △７９，０６７

事業実績が予算額を下回ったため

(1,778,321)

(175,774)

(2,715,849)

(1,088,191)

(58,339)

(488,507)

(269,038)

(379,200)

(195,739)

(224,262)

(19,121)

(180,502)

(20,167,912)

(5,289,367)

11



病床機能分化連携基盤整備事業費（保健福祉部　医療対策課）
△１８，９００

事業実績が見込みを下回ったため

看護師等養成所施設整備事業費（保健福祉部　医療対策課）△１０，６５６

事業実績が見込みを下回ったため

社会福祉施設職員等退職手当共済給付事業費（保健福祉部　保健福祉課）
△１０，３３５

給付実績が見込みを下回ったため

介護施設開設準備経費助成事業費（保健福祉部　長寿介護課）
△２２０，０９４

事業実績が見込みを下回ったため

離職者等職業能力開発事業費（経済労働部　労政雇用課） △１９１，８０１

事業実績が見込みを下回ったため

障がい者就労促進事業費（経済労働部　労政雇用課） △４１，４５３

事業実績が見込みを下回ったため

土地改良費（公共）（農林水産部　農地整備課） △３０２，２５２

国の内示額が予算額を下回ったため

国営緊急農地再編整備事業換地受託費（農林水産部　農地整備課）
△１５，０００

受託事業量の減

農地防災事業費（公共）（農林水産部　農地整備課） △４２，４２０

国の内示額が予算額を下回ったため

ため池地震防災対策事業費（農林水産部　農地整備課） △７３，５００

国の内示額が予算額を下回ったため

林業成長産業化総合対策事業費（農林水産部　森林整備課）
△８２２，０７６

国の内示額が予算額を下回ったため

造林費（公共）（農林水産部　森林整備課） △５３，６３２

国の内示額が予算額を下回ったため

森林整備推進事業費（農林水産部　森林整備課） △１５，０００

事業実績が見込みを下回ったため

林道費（公共）（農林水産部　林業政策課） △２９４，７４８

国の内示額が予算額を下回ったため

(5,221,221)

(51,000)

(2,421,491)

(553,800)

(680,296)

(1,379,514)

(23,036)

(276,266)

(259,129)

(317,006)

(228,208)

(78,259)

(386,448)

(1,141,918)
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漁港建設費（公共）（農林水産部　漁港課） △６７，３０８

国の内示額が予算額を下回ったため

ＣＬＴ建築物建設促進事業費（農林水産部　林業政策課） △１４，０００

事業実績が見込みを下回ったため

種子島周辺漁業対策事業費（農林水産部　水産課） △１９，１２９

事業実績が予算額を下回ったため

国営緊急農地再編整備事業費負担金（農林水産部　農地整備課）
△１６，４７７

事業実績が見込みを下回ったため

耕地災害復旧費（農林水産部　農地整備課） △５，６３７，９７３

事業実績が見込みを下回ったため

漁港災害復旧費（農林水産部　漁港課） △４６，９３１

事業実績が見込みを下回ったため

農業経営改善促進事業貸付金（農林水産部　農業経済課） △２０，０００

造成必要額が見込みを下回ったため

木材産業振興資金貸付事業費（農林水産部　林業政策課） △３１８，１６８

貸付実績が見込みを下回ったため

中山間地域等直接支払交付金事業費（農林水産部　農地整備課）
△８２，１０４

事業実績が見込みを下回ったため

農地集積推進事業費（農林水産部　農政課） △５１，２１１

事業実績が見込みを下回ったため

農業委員会等活動強化対策費（農林水産部　農政課） △１７，８８３

事業実績が見込みを下回ったため

新規就農総合支援事業費（農林水産部　農政課） △１４４，８２４

国の内示額が予算額を下回ったため

うんしゅうみかん緊急需給調整事業費（農林水産部　農産園芸課）
△２４，７１７

造成必要額が見込みを下回ったため

野菜生産出荷安定資金造成事業費（農林水産部　農産園芸課）
△３０，２５１

造成必要額が見込みを下回ったため

(4,160,274)

(721)

(50,000)

(222,371)

(1,227,599)

(6,367)

(1,879,683)

(26,310)

(142,640)

(354,053)

(104,145)

(573,266)
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鳥獣害防止対策事業費（農林水産部　農産園芸課） △１２０，０２２

国の内示額が予算額を下回ったため

豪雨被害鳥獣害防止施設復旧事業費（農林水産部　農産園芸課）
△１６，０００

事業実績が見込みを下回ったため

地籍調査事業費（農林水産部　農政課） △２９９，２２６

国の内示額が予算額を下回ったため

農村環境保全向上活動支援事業費（農林水産部　農地整備課）
△１８０，１０５

国の内示額が予算額を下回ったため

森林整備地域活動支援事業費（農林水産部　林業政策課） △２１，０８６

事業実績が見込みを下回ったため

道路橋りょう新設改良費（公共）（土木部　道路建設課・道路維持課）
△２０９，０５２

国の内示額が予算額を下回ったため

上島架橋整備事業費（土木部　道路建設課） △１５１，５７９

国の内示額が予算額を下回ったため

河川総合開発費（公共）（土木部　河川課） △９０，６７０

国の内示額が予算額を下回ったため

肱川激甚災害対策特別緊急事業費（土木部　河川課） △２１４，６３２

国の内示額が予算額を下回ったため

海岸保全費（公共）（土木部　港湾海岸課） △４，９１４

国の内示額が予算額を下回ったため

災害関連緊急急傾斜地崩壊対策事業費（土木部　砂防課） △１，７８９

国の内示額が予算額を下回ったため

港湾建設費（公共）（土木部　港湾海岸課） △２１，０５２

国の内示額が予算額を下回ったため

ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費（土木部　都市整備課） △４，３９６

国の内示額が予算額を下回ったため

街路事業費（公共）（土木部　都市整備課） △４８８，１８５

国の内示額が予算額を下回ったため

(16,000)

(418,529)

(730,154)

(14,231)

(19,383,441)

(4,479,560)

(233,531)

(2,531,055)

(316,269)

(1,583,749)

(2,289,460)

(82,421)

(1,594,638)

(2,933,244)
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道路施設点検受託事業費（土木部　道路建設課） △３４，３７６

受託事業量の減

港湾事業補助金（土木部　港湾海岸課） △１１，３３３

国の内示額が予算額を下回ったため

街路受託事業費（土木部　都市整備課） △８０，０００

受託事業量の減

直轄道路事業費負担金（土木部　道路建設課） △２９２，６８２

国の通知額が予算額を下回ったため

直轄ダム事業費負担金（土木部　河川課） △１５，７１８

国の通知額が予算額を下回ったため

土木災害復旧費（土木部　河川課） △４，１２０，９４３

事業実績が見込みを下回ったため

市町道災害復旧受託事業費（土木部　道路維持課） △３１０，５００

受託事業量の減

港湾災害復旧費（土木部　河川課） △１０６，０００

事業実績が見込みを下回ったため

重信川流域別下水道整備総合計画策定調査費（土木部　都市整備課）
△９，１００

事業実績が見込みを下回ったため

木造住宅耐震化促進事業費（土木部　建築住宅課） △９０，０００

事業実績が見込みを下回ったため

木造住宅耐震診断促進事業費（土木部　建築住宅課） △１２，５４０

事業実績が見込みを下回ったため

公立高等学校等就学支援金補助金（教育委員会　高校教育課）
△１２０，６９８

対象生徒数が見込みを下回ったため

公立高等学校等奨学給付金交付事業費（教育委員会　高校教育課）
△１１，９７０

対象生徒数が見込みを下回ったため

(53,824)

(364,897)

(30,000)

(4,320,589)

(146,170)

(2,662,910)

(354,379)

(9,155,604)

(544,410)

(31,190)

(58,500)

(5,320)
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